
原子力技術・人材の維持について

平成30年 3月 6日
電気事業連合会

資料11－2



我が国の原子力産業界は、80,000名以上が従事している。
工事会社は、発電所のある地域ごとに存在（地元に密着）。

【原子力産業界の全体構造】

【設計・設備工事】
プラントメーカ

（約7,400名※１）

【定検工事・保守】
工事会社

（約33,000名※２）

【技術・材料、燃料等の供給】
原子力関連部品・燃料成型加工メーカ

（約27,000名以上※３）

【運転・保守】
電力 原子力部門
（約13,000名※１）

（合計約80,000名以上）

＜各発電所の工事会社数、従業員数＞

・工事会社は発電所のある各地域毎に存在
・安全確保のためには、熟練作業員の散逸を防ぐことが不可欠

我が国の原子力発電に関わる人材の課題

電気事業連合会調べ（電力11社への聞き取り）
：（）内の基数に廃止を決定したプラントは含まない。
：従業員数は、元請と一次請負会社の合計数。ただし福島第二・柏崎刈羽・東海第二は全請負会社の数。

島根(２基)：約130社,1700人

美浜(1基)：約120社,1200人

玄海(3基)：約100社,3000人

柏崎刈羽(７基)：約850社,5500人

志賀(２基)：約130社,900人

敦賀(1基)：約60社,900人
泊(３基)：約70社,1800人

東通(１基)：約170社,800人

浜岡(３基)：約160社,2600人

女川(３基)：約100社,2000人

福島第二(４基)：約580社,2300人

東海第二(１基)：約140社,1000人

伊方(２基)：約200社,1200人

川内(２基)：約190社,2900人

大飯(２基)：約180社,2000人

高浜(4基)：約210社,2700人

※１ 「原子力発電に係る産業動向調査2017報告書」
一般社団法人日本原子力産業協会

※２ 電気事業連合会調べ（一部プラントメーカとの重複あり）
※３ ※１データより算出
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通常運転時の発電所の安全確保体制

電力、原子力プラントメーカ、工事会社から原子力関連部品・燃料成型加工メーカま
で裾野の広い産業によって、原子力発電の安全性が支えられており、この体制を維持
していくことが必要。

【関西電力高浜発電所の例】

【設備工事】
プラントメーカ
（約300名※）

【定検工事・保守】
工事会社

（約2700名※）

【技術・材料、燃料
等の供給】

原子力関連部品・
燃料成型加工メーカ

【運転・保守】
電力

（約500名）

※定期検査ピーク時の人数。

・電力は、発電所運営にかかる全体方針を策定し、一義
的責任をもって運営を行う（運転計画の策定、工程管
理、安全管理等）＊。
・プラントの運転操作や放射線管理などを、直営で行う。
・プラントメーカ、工事会社と一体となって、保全活動を実
施する（管理業務が中心）。

・プラントメーカ、工事会社は、定期検査時等に、電力と一
体となって、保全活動を実施する（現場作業が中心）。

（主な役割）

・発電所へ、設計等の技術、製品、材料、部材や原子燃
料等を供給する。

＊建設のためには、建設工事全体をマネジメントする能力が別途必要となる。

【設計、製作等】

プラントメーカ
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原子力事業本部

○三菱緊急時原子力安全対策センター
約４００～５００名

○ 福島第一事故のような重大事故が発生した場合にも対応するため、電力と原子力プラントメーカ・
地元工事会社とが一体となった緊急時対応体制を構築（関西電力の例）。

○ 重大事故対応の知識・経験の蓄積がより重要となり、これまで以上にプラントメーカ・地元工事会
社との連携や技術の維持向上をしていく必要があるが、長期停止等により技術力に影響が出る虞。

重大事故時の発電所の緊急時対応体制

【関西電力高浜発電所の例】
福井県美浜町

兵庫県神戸市

○三菱若狭原子力安全統括センター
１１名

プラントメーカ・建設会社
（三菱重工業・三菱電機等）

技術的支援

福井県美浜町

高浜発電所

初動対応要員（常駐）
７０名※

支援要員の派遣

約１１０名

地元工事会社

炉心・安全評価支援、
放射線測定等

技術支援会社

約４０名

福井県高浜町

電力

緊急安全対策要員
（６時間以内に召集）

４８名以上

情報のやりとり
衛星を利用した
通信手段を構築

（支援・助言等）

※電力+地元工事会社等

○建設会社（大成建設、竹中工務店）
各社２０名
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プラントメーカ、工事会社（定期点検関連）の課題
○プラントメーカや工事会社は、原子力発電所の長期停止により定期検査が少ない
中、現在行われている新規制基準対応工事などによって売上げをある程度維持して
いるものの、震災前と比べ、売上げが２０～８０％程度に落ち込んでいる状況。
○このような状況が続くと、技術力を持ち、原子力発電所を支える上で重要な地元の
作業員が離散する虞。
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＜ある電力会社の例＞



燃料成型加工メーカ（原子力特化技術保有会社の例）の課題

○燃料加工メーカでは、原子力発電所の長期停止により加工量が著しく低迷。メー
カの存続にも影響を与える虞。
○安定した技術力・人材の維持には、原子力発電所の再稼働が進み、継続的な燃
料受注が必要。

国内燃料成型加工メーカ３社に聞き取り：電気事業連合会まとめ
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▽東電福島第一原発事故

＜原子力事業の魅力の低下＞
○ 電力会社の原子力部門への希望者数が減少。原子力部門の離職者数も震災前と比べて増加。
○ 学生を対象とした原子力関係の会社説明会（原産セミナー）への来場者数は、震災以降減少。
⇒ 各事業者は採用の努力を行っているものの、震災以降、原子力分野からの人材離れが継続。原子
力の長期ビジョンを明確化し、再稼働やリプレースを進めなければ優秀な人材の確保が難しく、原子
力産業が衰退する虞。

学生の質を維持・向上することも重要。
◆教員の確保 ◆研究炉の維持 ◆国際化への対応

原産セミナー来場者数（学生）の推移原子力希望者数、離職者数（2010年度比）
（電力へのアンケート調査結果）

人

（セミナー開始）

出展：日本原子力産業協会調べ
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アンケート対象１１社：北海道、東北、東京、北陸、中部、関西、中国、四国、九州、
日本原電、電源開発）のうち、回答のあった社のデータを使用：電気事業連合会まとめ
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原子力事業者、原子力産業界の課題 6



原子力発電所の状況

○運転時の安全確保や、万一の事故時の対応体制の維持に必要な技術・人材を確
保していくためには、発電所の再稼働、リプレースが必要。
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福島第二
➊➋➌➍

高浜 ➊➋➌➍

柏崎刈羽 ➊➋➌➍➎➏➐

志賀 ➊➋
敦賀 ➊➋

美浜 ➊➋➌

大飯 ➊➋➌➍

島根 ➊➋➌

川内 ➊➋
玄海 ➊➋➌➍

伊方 ➊➋➌
浜岡 ➊➋➌➍➎

東海第二 ●

福島第一
➊➋➌➍➎➏

女川 ➊➋➌

東通(東北) ➊

泊 ➊➋➌ 東通(東京) ➊

大間●

（凡例）

建設中プラント 3基

● 再稼働プラント 5基

設置変更許可取得 14基

● 廃止決定プラント 16基



まとめ

 プラントメーカや工事会社では、新規制基準対応工事などによってある程度維持
しているものの、震災前と比べ、売上げが２０～８０％程度に落ち込んでいる状
況であり、震災前の状態に回復しておらず、原子力発電所を支える体制が維持で
きない虞。

燃料加工メーカでは、原子力発電所の長期停止により加工量が著しく低迷し、存
続にも影響を与える虞。

原子力に興味を示す学生が減少するとともに、原子力分野からの人材離れも継
続。

原子力産業界全体の技術力・人材を中長期的に安定して確保していくためには、
原子力事業に対する明確なビジョンを設定し、安全・安定運転を積み重ねるととも
に、発電所の再稼働、リプレースを行っていき、技術職場としての魅力を発信して
いくことが重要。
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＜参考＞



＜参考＞電力の運転員の課題
【関西電力高浜発電所3･4号機の例】

当直課長

当直主任

当直班長

補機運転員
主機運転員
原子炉制御員

○運転員体制：約１００名
・当直勤務 約１６名/班×５班
・日勤勤務（所則、定検） 約２０名

○３交替体制で、24時間、365日、自らプラントの運転操作や巡回点検等を行い、事故を未然防止するとと
もに、事故発生時には拡大防止と早期収束を行う。またこの技能を、有事に最前線で最大限発揮するための
高い「直営技術力」と「プライド・使命感」を有する。

○運転操作全般のスキルを習得した一人前の「原子炉制御員」の育成には約１０年を要する。また育成は、
OJTやシミュレータ訓練等により行うが、現場の知識･経験を確固たる土台とすることが最重要。なお運転員は
人員が欠けることが絶対に許されない職場であり、また円滑な技術伝承のためにも継続的に要員を確保するこ
とが必要。

○重大事故時にも、事故収束のため、最前線でプラントを守り抜く「最後の砦」。

当直班長

補機運転員
主機運転員
原子炉制御員

（３号機） （４号機）

（当直体制）

補機運転員

主機運転員

当直課長

当直主任
当直班長

原子炉制御員

▽入社
（実習） △約４年後 △約７年後 △約１０年後～

プラント運転操作技能
（OJTやシミュレータ訓練を中心に育成）

操作指揮･管理能力

△運転責任者
資格取得※年数は目安

△約１年後

○運転員養成パターン
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○電力、プラントメーカ、工事会社一体で、地元に根付いたマイプラン
ト意識を持ったきめ細かな保全活動を実施。

○美浜３号機事故以降、継続して各階層との双方向のコミュニケー
ションを図り、より強いパートナーシップ、一体感の醸成に取組み。

○重大事故時には、常駐している地元工事会社が発電所に駆けつけ
る。電力の保修員は、最前線で電源接続、水源確保等の事故収束
活動を工事会社要員と一体となって対応にあたる。

電力
電気、計装、機械3職能

約150名

発電所に常駐の会社
・設備単位で担当する工事会社等
が決まっている。
・原子力のルールにも精通している。

約30社、約1300名

非常駐の会社
（定期検査時等のみ）

＋

【関西電力高浜発電所（４基）の例】

定期検査ピーク時 約3000名

＜参考＞原子力事業者の保修員の課題（プラントメーカ等との協力体制）

プラントメーカ・工事会社

定期的かつ一定数の工事量（定期検査
等）により熟練作業員を維持、確保。
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＜参考＞原子力発電技術・人材の課題（工事会社）

ある工事会社の例

 定検工事の技術主任は工事計画や施工管理能力が求められるため、臨機応変に対応できる
能力を養うために、工事担当の間に主要機器取替え等の大型工事や建設工事の経験を積む
と共に、計画・管理能力を身につける事が必要。

 また現在、全国の原子力発電所の新規建設工事がストップしている状態では、建設経験者が
減少し、継続的な技術伝承ができていない。※

工事担当 主任 課長副長 次長

平均経過年数 ６～１０年 ５年 ７年７年６年

技術主任 工事責任者（建設工事の場合）

技術主任 技術主任・工事責任者および所長（定検工事の場合）

工事会社における人材育成パターン
【職階昇格標準】

原子力発電の安全性の確保に必要な技術・人材を将来に亘り確実に確保するためには、計画的な養成
が必要であるが、養成には時間を要し、またプラント停止により「生きた仕事」の場での経験が困難になり
つつあり、停止が長期化すれば技術力の維持・伝承に影響が出る虞あり。

※電力やプラントメーカにおいても同様の懸念あり。
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